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１．はじめに 

「犠牲者ゼロを目指した住民力の強化による安全安心なまちづくり方策検討委員会」は、新潟市

が国土交通省、内閣府、警察庁、仙台市、浜松市との連携による「平成 20 年度広域ブロック自立

施策等推進調査」の検討を進めるにあたり、幅広い視野に立った成果を得るために設置したもので

ある。本提言書は３回の委員会での検討結果をとりまとめたものであり、新潟市のほか全国の地方

自治体における今後の安全安心なまちづくりに少しでも貢献していくことを期待するものである。 
なお、新潟市をフィールドとして住民力の強化による安全安心なまちづくり方策を検討するうえ

では、地域固有の課題やこれまでの取組み状況を踏まえたものである必要があり、必ずしも全国の

地方自治体においてそのまま活かせる汎用性のあるモデル作成を目指すものではない。また、市域

においても中心市街地と郊外部では地域コミュニティの状況や抱える課題が異なっているなど、均

一的な取組みが有効では無いことは明らかである。 
だからこそ、地域に根ざした独自の取組みを住民が主体となって取り組む必要があるのであり、

その実践的な取組みの試行こそが本委員会の検討成果として「新潟モデル」を全国に発信する意義

を期待するものである。 
 

 
■ 検討委員会における検討経緯 

 
第１回検討委員会  平成 20 年 11 月 7 日 
第２回検討委員会  平成 21 年 1 月 21 日 
第３回検討委員会  平成 21 年 3 月 14 日 
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国崎 信江 危機管理教育研究所危機管理アドバイザー 

（副委員長）倉田 直道 工学院大学工学部建築都市デザイン学科教授 
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２．安全安心なまちづくりに関する現状と問題点 

(1) 新潟市における課題 

現状分析や市民アンケート調査の結果から、安全安心なまちづくりを進めるにあたっての課題を

以下の通り整理した。 
 

 

 
 
 
 


